

第１号様式（第７関係）　　
　　年　　月　　日

東京都知事　殿

住  所
会社名
代表者



[bookmark: _Hlk195869814]年度フィンテック産業における協業基盤整備支援事業補助金　交付申請書


フィンテック産業における協業基盤整備支援事業補助金の交付要綱第７の規定に基づき、以下の補助金の交付を申請いたします。なお、交付決定を受けて補助対象事業を実施する際には、東京都補助金等交付規則（昭和37年９月29日規則第141号）、東京都補助金等交付規則の施行について（昭和37年12月11日付37財主調発第20号）及びフィンテック産業における協業基盤整備支援事業補助金交付要綱（令和８年３月31日付７産労総国第1490号）の定めるところに従います。


	申請内容

	該当する項目に〇を付けた上、記入してください。

	解説集等の作成経費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	【申請額内訳】



	プロモーション経費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
	【申請額内訳】



	合計申請額
	円
	



・申請内容の補助対象経費別の金額欄には、補助金の申請額（補助対象経費×1/2、１千円以内の端数は切り捨て）を記載し、申請額内訳欄には補助対象経費の内訳に加えて、補助金の申請額に関する計算過程を記載してください。
・合計申請額には、補助対象経費別に計算した補助金の申請額の合計額と補助金の上限額（1,000万円のいずれか小さい金額を記載してください。


第２号様式（第７関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　年　　月　　日

東京都知事　殿

住  所
会社名
代表者


[bookmark: _Hlk195868312]年度フィンテック産業における協業基盤整備支援事業補助金　事業及び補助対象事業 概要書


１　申請者の事業内容
（１）設立：　　　　　　　　　　　　　　年　　月
（２）従業員等の人数：　　　　　　　　　　名
（３）直近の売上高等：
（４）事業概要

２　補助金を申請する補助対象事業の内容
[bookmark: _Hlk195898328]①　協業促進に向けた現状理解と課題（仮説）

②　①を踏まえた事業概要

③　事業の実施プロセス（実施体制やスケジュール等）

④　解説書等の完成イメージやプロモーション方法

⑤ その他

第３号様式（第７関係）

誓　約　書

東 京 都 知 事　　殿


フィンテック産業における協業基盤整備支援事業補助金交付要綱第７の規定に基づく補助金等の交付の申請を行うに当たり、当該申請により補助金等の交付を受けようとする者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員を含む。）が東京都暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）に該当せず、かつ将来にわたっても該当しないことをここに誓約いたします。
また、この誓約に違反又は相違があり、同要綱第20の規定により補助金等の交付の決定の取消しを受けた場合において、同要綱第21の規定に基づき返還を命じられたときは、これに異議なく応じることを誓約いたします。
あわせて、知事が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、警視庁へ照会がなされることに同意いたします。


　　年　　月　　日

住  所
会社名
代表者


＊　この誓約書における「暴力団関係者」とは、以下の者をいう。
　・　暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者
　・　暴力団員を雇用している者
　・　暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者
　・　暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者
　・　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者







第６号様式（第10関係）

　　年　　月　　日

東京都知事　殿

住　所
会社名
代表者


年度フィンテック産業における協業基盤整備支援事業補助金　交付申請撤回書　


　　　年　　月　　日付交付申請書により交付を申請したフィンテック産業における協業基盤整備支援事業補助金については、下記のとおり交付申請を撤回することとしたので、同補助金援補助金交付要綱第10の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。


記

（撤回の理由）









第７号様式（第12関係）
　　年　　月　　日
東京都知事　殿
住　所
会社名
代表者

年度フィンテック産業における協業基盤整備支援事業補助金　変更承認申請書　


　　年　　月　　日付●●●第●号をもって交付決定の通知を受けた補助対象事業の内容について下記のとおり変更したいので申請します。

記
１　補助交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　補助交付決定額の変更有無　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有　　・　　無
３　補助交付決定額の変更希望額（前項が「有」の場合）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
４　変更する内容及び理由
（変更内容）


（変更理由）


（補助対象経費の内訳の変更内容：２が「有」の場合に記載）
	経費区分
	変更前　※１
	変更後　※２
	備考

	解説集等の作成経費
	円
	円
	【申請額内訳】



	プロモーション経費
	円
	円
	【申請額内訳】



	合計
	円
	円
	


※１　交付決定通知書（第４号様式）に記載の内訳金額を記載してください。
※２　変更後の金額の算出根拠となる資料（例：見積書）を別途添付すること。
第８号様式（第12関係）
　　年　　月　　日

東京都知事　殿

住　所
会社名
代表者


年度フィンテック産業における協業基盤整備支援事業補助金　事業中止・廃止申請書　


　

[bookmark: _Hlk195891165]　　年　　月　　日付●●●第●号をもって交付決定の通知を受けた補助対象事業を下記のとおり中止（廃止）したいので申請します。


記


１　補助交付決定額　  　　　    　　　　　　　　　　　　　　円

２　中止（廃止）の理由


第９号様式（第13関係）
　　年　　月　　日

東京都知事　殿

住　所
会社名
代表者


年度フィンテック産業における協業基盤整備支援事業補助金　遅滞（事故）報告書




　　年　　月　　日付●●●第●号をもって交付決定の通知を受けた補助対象事業の遅滞（事故）について、下記のとおり報告します。


記

１　補助予定額                             　　　 　　　　　円

２　遅滞（事故）の内容



３　遅滞（事故）発生の理由



４　現状及び今後の遂行計画


第10号様式（第16関係）
　　年　　月　　日

東京都知事　殿

住　所
会社名
代表者


年度フィンテック産業における協業基盤整備支援事業補助金　実績報告書


　

　　年　　月　　日付●●●第●号をもって交付決定の通知を受けた補助対象事業が完了したので、下記のとおり報告します。報告内容に虚偽がないことを誓約します。


記

１　補助対象事業実施期間　　　　　　　　　 　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日


２　補助対象事業の実績
【成果】
① 補助対象事業の主な実施プロセス〔実施体制やスケジュール等の実績）

②　解説書等の概要（実際に作成した解説書等を別途提出すること）

③ 解説書等のプロモーション実績

④　事業今後の展望

⑤　その他（必要に応じて記載）


（次頁に続く）
（補助対象事業の経費実績）
	経費区分
	当初計画 ※１
	実績 ※２

	解説集等の作成経費
	円
	円

	プロモーション経費
	円
	円

	合計
	円
	円




※１ 交付決定通知書（第４号様式）に記載の内訳金額を記載してください。
※２ 対象経費別に補助金の請求額（補助対象経費×１/２、１千円以内の端数は切り捨て）を
記載してください。
























第12号様式（第19関係）
　　年　　月　　日
東京都知事　殿

住　所
会社名
代表者


[bookmark: _Hlk195894481]年度フィンテック産業における協業基盤整備支援事業補助金　請求書


　　　年　　月　　日付●●●第●号で交付額確定の通知を受けたフィンテック産業における協業基盤整備支援事業補助金の精算払を受けたいので、同補助金交付要綱第19の規定に基づき下記のとおり請求します。

記

１　支援対象事業者名

２　請求金額※            金               　　　円

３　振込先

	（１）金融機関名：
（２）支店名　　：
（３）預金種別　：　普通　・　当座
（４）口座番号　：　
（５）振込先名　：



（※）消費税及び地方消費税相当額は除く。








